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はじめに

　金融機関を取り巻く環境は、高齢化の進展や生産年齢人口の減少に伴い貸出市場の

規模の縮小が予測されるなど、厳しいものがあります。こうした中で、地域金融機関

には、地域の活性化に向けた取組みを主導する役割が期待されています。その意味

で、今ほどその存在意義が問われている時代はないといえます。

　しかし現状は、融資に関して、金融機関からは「融資可能な貸出先が少なく、厳し

い金利競争を強いられている」との主張がなされている一方で、顧客企業からは「金

融機関は相変わらず担保・保証がないと貸してくれない」との意見もあるなど、金融

機関とお客さまとの認識に大きな相違があるのが実態だといえるでしょう。地域に

は、担保・保証がなくても事業に将来性がある先、あるいは、足下の信用力は高くは

ないが地域になくてはならない先が存在しています。単純な量的拡大だけに目を向け

るのではなく、十分な担保・保証のある先や高い信用力のある先以外に対する取組み

を強化して、お客さま本位の良質な金融サービスを提供することにより、金融機関自

身も安定した顧客基盤と収益の確保（お客さまとの「共通価値の創造」）を実現する

必要があるのです。

　融資業務が金融機関の最重要業務の一つであり、収益の源泉であることが、これか

らの学習を通じて皆さんも理解されていくことと思いますが、いま述べたように、取

引先の事業実態を十分に理解したうえで、融資やコンサルティングに取り組むことに

よりそのニーズや課題に応えていくことは、地域の持続的発展につながるとともに、

金融機関自身の経営の安定にも寄与するものである、ということを忘れないでくださ

い。

　金融機関の前途は、決してなまやさしいものではありません。規模の大小ではな

く、本当に内容の良い、取引先から信頼される金融機関が求められているのです。

　今後、金融機関の統廃合が進められ、人員のスリム化をはじめリストラも進められ

ていくでしょう。また、中小企業における資金の調達の方法も多様化してきていま

す。こうしたお客さまのニーズの変化に的確に対応していかなければなりません。�
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序 章

融資業務の意義

●この章のねらい●

　融資の 5原則の中に、「公共性の原則」があります。これは、金融

機関が地域経済と共存共栄の関係にあることを表しています。融資業

務を通じて地域経済を発展・成長させることが、金融機関にとって大

切な使命であることを示しているといえます。

　この章では、組合の職員がはじめて融資業務を学ぶにあたって、ま

ず理解しておくべき基本的な事項について説明します。
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1．融資業務の意義

　融資業務とは、組合が組合員から貯金として集めた資金を、その資金を必要

とする人に融資する（貸し出す）業務をいいます。

　融資に際しては、一般に貸し手と借り手との間で契約が取り交わされ、契約

の中身として、融資条件（金額、用途、貸出期間、貸出利率、返済方法など）

を相互に了解したうえで融資が実行されます。

　この融資業務は、貯金業務・為替業務と併せて系統信用事業の三大基本業務

の 1つといわれる重要な業務です。三大基本業務はいずれも組合の行う信用事

業として欠かすことのできない重要な業務ですが、とりわけ融資業務は、貸出

金利息という JA・JF の収益の柱となる収益を生み出す点で、特に重要な意味

を持っています。

　JA・JF（組合）の信用事業は、大きくは「資金調達」と「資金運用」の 2

つの部門に分けられ、資金運用の業務には融資業務のほかに、信連や農林中金

に対する預け金運用、1年以内の短期資金を運用する短期金融市場での資金運

用の業務などがありますが、これらはいずれも基幹業務としての融資業務を補

完する業務であり、その意味で融資業務は組合の資金運用の柱となる重要な業

務といえます。

2．融資業務の機能（はたらき）

　組合の経営面から見た融資業務のはたらきは、組合収益の主要な柱である貸

出金利息を生み出すことを通じて、安定した組合経営の維持に貢献することに

あります。

　一方、融資業務は、地域社会において資金的に余裕のある人から貯金として

資金を集め、それを生活資金や事業資金として必要とする人に融資することに

より、遊休資金を社会的に有用な目的のために活用する媒介（仲介）となるは

たらき（これを「金融仲介機能」といいます）を果たします。

　また、最初に組合から貸し出された資金が他の金融機関に（預貯金として）

系統信用事業の三大
基本業務の1つ
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預け入れられ、その預貯金が貸出金原資として利用される過程が何度か繰り返

されることにより、地域社会における金融機関組織全体としての預貯金の残高

は、当初預け入れられた資金以上に増大するというはたらきを果たします。こ

れを「信用創造機能」といいます。信用創造機能は、1つの組合のはたらきも

重要ですが、地域社会において金融機関全体で安定してその基本的な機能を果

たすことの重要性を示すものといえるでしょう。

3．融資の5原則

　次に、融資業務を担当する者が、常に心がけておくべき大切な 5つの原則に

ついて説明します。

1 安全性の原則

　組合は、貯金業務によりお客さまから預かった大切な資金を原資として融資

を行います。融資した資金が契約条項の定め（約定）に従ってきちんと回収さ

れることは、融資業務のもっとも基本的な原則で、この原則を「安全性の原

則」といいます。融資にあたっては、申込者の信用状況を十分に調査し、返済

の意思と能力を見極めたうえで行うことが必要です。

　組合融資について、法令等で一融資先あたりの貸付金の最高限度を定めてい

る理由も、この安全性を確保する趣旨からだといえます。

2 流動性の原則

　融資の資金源である貯金の残高は、景気動向や金融情勢の変化、季節要因な

どによって、常に変動しています。このような中にあって、融資の安全性・収

益性を保っていくためには、融資自体にも適度の流動性が求められます。資金

使途や返済財源をよく吟味することにより、貯金残高の増減と融資需要の変化

などに適応できるように、適正に資金が回転するような融資をしなければなり

ません。

融資担当者が常に心
がけておくべき大切
な原則
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3 収益性の原則

　収益性の原則とは、リスクに見合った適正な利益を確保することをいいま

す。融資金の利息は組合信用事業の収益源ですから、支払うべき貯金利息や人

件費・経費などの資金コストをカバーできる収益があげられるように、金利を

適切に決めなければなりません。

4 成長性の原則

　融資にあたって、それが貸出先の成長や発展に貢献するものか否かを見極め

ることが必要で、これを「成長性の原則」といいます。

　特に農漁協の場合は、農業協同組合法、水産業協同組合法（以下、それぞれ

「農協法」、「水協法」といいます。両者を総称して組合法ともいいます）によ

り「農水産業の生産力増進および農漁業者の経済的・社会的地位の向上」を図

ることが目的として掲げられていますので、融資が組合員と地域社会の発展に

貢献し、組合もそれによって成長するという意識を持って取り組むことが大切

です。

5 公共性の原則

　金融機関は、単に収益をあげるとか、融資金の回収を確実に行うだけではな

く、その営業活動を通じて、経済社会や多くの人々の発展・成長と福祉に貢献

するという意味で、高い公共性を備えるべき存在です。さらに農漁協は相互扶

助組織として、民間金融機関にはない特別な公共性を期待されています。

4．組合融資業務の特色

　組合の融資業務には、どのような特色があるでしょうか。他の金融機関と比

べて、どのように違っているかを考えてみましょう。組合の行う事業は、組合

法によって規定されています。組合の行う融資業務の特色を整理してみると、

次のようになります。

❶組合員主体の金融

　組合法では、組合が行うことのできる事業の 1つとして「組合員の事業又は
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生活に必要な資金の貸付け」（農協法 10 条 1 項 2 号、水協法 11 条 1 項 3 号）

をあげています。組合員の資格も組合法で規定されており、正組合員と准組合

員の 2種類があります。

　また、組合員に対する融資を妨げない範囲内で、一定の制限のもとに組合員

以外の人に対する融資（これを「員外貸付」といいます）も認められていま

す。

❷個人金融の比重が高いこと

　組合員主体の融資であること、農水産物の生産・加工・流通事業の経営形態

は個人経営の占める比率が高いこと、生活資金の融資もかなりの比率を占める

ことなどから、組合融資の中で個人に対する融資は、相当な比重を占めていま

す。そして個人金融の内容として、生活資金（消費者ローンなど）と、個人事

業資金の融資の双方を併せもっているところに組合融資の特色があります。

❸組合の経済事業との関連が深いこと

　たとえば、組合員は生産のために組合から資材を購入して、その代金支払い

のために組合融資を利用し、生産物の販売代金を組合から受け取り、その返済

にあてるというように、組合員の事業活動全般と、組合の融資および経済事業

が深く関わり、組合から組合員へのサービス提供を総合的、全体的に行うこと

ができる仕組みになっています。

❹政策金融の比重が高いこと

　農業・漁業は国民の食糧を供給する基幹産業として、重要な役割を担ってい

ることから、各種の制度資金が設けられており、地方公共団体が直接的または

間接的に融資するもの、地方公共団体等が利子補給等を行うことで JAバン

ク・JF マリンバンクが低利で融資するもの、日本政策金融公庫を活用するも

のなど、組合融資の中の重要な部分を占めています。

●まとめ●

　融資業務は、組合の資金運用の柱となる重要な業務です。金融仲介機能・

信用創造機能を発揮することで、組合員のみならず地域社会の繁栄に欠かす

ことのできない機能（はたらき）を果たしています。

　そのためには、私たち融資業務に携わる役職員が、日常業務にあたって常

に「融資の 5原則」を心がけておく必要があります。



第 1 章

まず、知っておきたいこと

●この章のねらい●

　第 1章では、融資業務に携わるにあたって必要となる基本的な知

識を学習します。

　融資業務の意義をはじめ、近年重要性を増しているコンプライアン

ス（法令等の遵守）や、業務の裏付けとなる法令やルール、お客さま

から融資の申込みを受けたときの対応、そして、お客さまのご要望を

お聞きし、どのような内容の融資で対応したらいいのかなど、融資業

務を行うにあたっての基礎となる知識について解説していきます。
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1．融資業務を行う際の留意点

　お客さまの信用を得て、JAバンク・JFマリンバンクへの信頼をさらに高め

ることは、融資業務にかかわらず金融業務全般にわたって大変重要なことで

す。では、どのような点に注意が必要なのか考えてみましょう。

1 コンプライアンスの重要性

　融資担当者としての第一歩は、金融機関がコンプライアンスを広く求められ

ていることを理解することから始まります。コンプライアンス（法令等の遵
じゅん

守
しゅ

）とは、業務を遂行するうえで必要となる法令や規定・ルール（モラル・常

識・マナーなども含む）の趣旨・目的を理解したうえで、それらを遵守しつつ

適切な業務運営を行うことであり、金融機関は、お客さまの大切な財産を預か

り、それを融資したり、有効な資金運用に回しているために、とくに重要視さ

れています。

　そのために他の業種に比べて法令による規制が多く、したがって、金融機関

では内部の規定・規約・規則が多く存在しています。金融機関が国民経済に及

ぼす影響力は大きく、金融機能を通じて経済の発展に役立つための公共的・社

会的使命と責任を負っており、それを果たすための健全な活動が求められてい

るのです。

　コンプライアンスは、金融業務全般にわたって大変重要なものですが、とく

に融資業務にとっては重要です。

　融資業務を行うにあたっては、法令やルール等を逸脱しないように心がける

ことが大切で、「お客さまへの説明責任」つまり、説明態勢が構築されている

か、そしてそれが機能しているかどうかが問われます。

①　お客さまへの説明態勢の確立と相談・苦情処理機能の充実・強化

②　契約時の説明、意思確認等について、お客さまの十分な理解と納得を得る

こと、的確な情報等の提供

③　貸付契約、担保設定契約または保証契約締結時における契約書等の契約内

容を記載した書面の交付

　以上のように、お客さま（取引先）への十分な説明が、トラブルを未然に防

どれも大切
なことばか
りです

融資の第一歩は、コ
ンプライアンスを理
解することから



第 1章　まず、知っておきたいこと

 19

止し、苦情やリスクを回避することにつながるのです。

　このように、融資の担当者になるということは重要な責任を担うことになり

ます。その心がまえを今からつくっておくことが必要です。

2 コンプライアンス違反

　融資業務についてのコンプライアンス違反となる行為、つまり、融資先に対

して絶対にしてはならない行為として、次のようなものがあげられます。

❶守秘義務違反

　金融機関の役職員は、取引により知り得た取引先の秘密を第三者に漏らして

はならないという「守秘義務」を負っています。

　金融機関は、お客さまとの取引によってお客さまの資産内容やプライバシー

など、さまざまな事実を知りうる立場にあります。

　お客さまは金融機関を信頼して取引しているわけですから、金融機関の役職

員は、これらの事実を正当な理由なく第三者に漏らしてはならないという法的

義務を負っているのです。

❷優越的地位の濫
らん

用
よう

　独占禁止法は、取引上優越した地位にある事業者が、取引の相手方に対し、

正常な商慣習に照らして不当に不利益を与えることを禁止しています。融資を

提供する金融機関は、融資先に対して優位な立場にあり、その立場を利用して

お客さまに不利な行為や不利益を与える行為をしてはならない、ということで

す。

　次のような行為が「優越的地位の濫用」として禁止されており、違反すると

排除措置命令や課徴金納付命令の対象となります。

①　融資に関する不利益な取引条件の設定・変更
● �正当な理由がないにもかかわらず、融資先に対し金利の引き上げを受け

入れさせ、または契約に定めた返済期限の前に返済させること。
● �債権保全に必要な限度を超えて、過剰な追加担保を差し入れさせること。
● �融資先に対し、期末を越える短期間の借入れや一定率以上の借入シェア

を維持した借入れを余儀なくさせること。

②　自己の提供する金融商品・サービスの購入要請
● �債権保全に必要な限度を超えて、融資にあたり定期貯金等の預入れ・増

額を受け入れさせ、または貯金が担保として提供される合意がないにも

かかわらず、その解約に応じないこと。

守秘義務☞☞ p. 105

金融機関はお客さま
の秘密を第三者に漏
らしてはならないと
いう義務を負ってい
ます

独占禁止法で「優越
的地位の濫用」とし
て禁止されている行
為
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融資トレーニングドリルの特色と活用方法 

 

 

 このドリルは、通信講座テキストで学習する事項をもとに、確認問題や応用問題、最

終的には実務に対応できる総合的な実務知識の習得をめざした問題集です。 

 通信講座テキストの日常的な学習の積み重ねとともに、このドリルを上手に活用す

ることにより、実務の裏付けとなる知識を確実に身につけることができます。 

 

■通信講座テキストにピッタリ！ 

 このドリルは、通信講座テキストと同じ単元配列となっています。学習の進捗状況

にあわせて、短時間で効率よく取り組むことができる問題集です。 

 

■自己啓発・集合研修にも活用できる！ 

 通信講座テキストの要点、重要事項を押さえ、問題演習を行うことにより、必要な

知識が完全に理解でき、実務に必要な知識が確実に身につきます。解答集は取りはず

せるようになっていますので、集合研修にも活用することができます。 

 

 本書の構成と使い方                              

 

 Let's Try  学習した内容をどの程度理解しているか、確認するための問題です。 

出題数は 50 問あります。 

基本的な知識を試す問題ばかりですので、繰り返し復習しましょう。 

 

 Challenge  理解力・応用力を養成するための問題です。 

解答を作成することによって、学習した事柄が自然に頭に入ります。 

 

  Master   学習の総仕上げとして、検定試験等と同じ形式の 3 択式の問題を 40 問

収録しています。 

 

 解 答 集  答えとくわしい解説が掲載されています。問題をやりっぱなしにするの

ではなく、自己診断とともに復習ができるようになっています。 
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Let's Try 
テキストをどれだけ理解しているか確認してみよう！ 

 

 

 次の記述のうち、正しいものには○印を、誤っているものには×印を（  ）の

中に記入してください。 

 

■序 章 融資業務の意義                          

（  ）１．組合の経営面から見た融資業務のはたらきは、組合収益の主要な柱で

ある貸出金利息を生み出すことを通じて、安定した組合経営の維持に貢

献することにある。 

（  ）２．組合の融資業務は、組合員以外の事業や生活に必要な資金を融資する

ことはできない。 

 

■第１章 まず、知っておきたいこと                     

（  ）３．融資業務を行うにあたっては、法令やルール等を逸脱しないように心

がけることが大切で、融資取引については顧客への説明態勢が構築され

ているか、そしてそれが機能しているかどうかが問われる。 

（  ）４．浮貸しとは、多額の預貯金を受け入れる代わりに、特定の第三者に無

担保で融資することを約束するような行為をいう。 

（  ）５．過当な歩積・両建預金は、独占禁止法の禁じる「優越的地位の濫用」

と解され、違反すると業務改善命令などを受ける場合がある。 

（  ）６．融資取引に必要な法令の基本となるのが、私たちが社会生活を営むう

えでの基本的なルールを定めた憲法である。 

（  ）７．連帯保証契約では、契約に際して、補充性や分別の利益がないことな

ど、通常の保証契約とは異なる性質を有することについて、相手方の知
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識・経験等に応じた説明が求められる。 

（  ）８．融資を実行するにあたって、第三者が担保提供者の場合や保証人の意

思確認は、必ず役席者同席のうえ面前で確認する。 

（  ）９．JAがはじめて、お客さまと反復・継続が見込まれる融資取引を開始す

る際には、融資取引の基本約定書である金銭消費貸借契約書を取り交わ

すことを基本としている。 

（  ）10．期限の利益とは、期限がまだ到来していないことにより受ける利益の

ことをいい、融資を受けた債務者は、期限が到来するまでは返済する必

要はない、ということである。 

（  ）11．相手方が反社会的勢力であることが判明した場合には、JAは、契約の

締結を拒絶することができるが、すでに融資を実行している場合は、契

約関係を終了させることができない。 

（  ）12．権利能力とは、権利を保有したり、義務を負担したりする主体となる

ことができる地位または資格のことであり、自然人以外には認められて

いない。 

 

■第２章 融資取引の種類は？                        

（  ）13．金銭消費貸借契約は、書面によることを要件として、金銭（物）を交

付しなくても、当事者の合意のみでも消費貸借の成立が認められる。 

（  ）14．手形貸付は、長期の運転資金や設備資金の借入に利用されることが多

い。 

（  ）15．約束手形には８つの手形要件があるが、金融機関借入用の手形はあら

かじめ印刷されている個所があり、お客さまが記載するのは、金額・支

払期日・振出日・振出地・振出人欄の５つである。 

（  ）16．手形貸付においては、貸付金×利率×日数÷365 日で算出した貸付利

息を支払期日にお客さまから支払ってもらう。 

（  ）17．手形貸付の支払期日が到来し、さらに融資期限を延長する場合には、

新たな期日を満期日とする新手形をお客さまから提出してもらう。 
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（  ）18．手形割引では、金融機関は支払期日までの利息（割引料）を額面金額

から差し引いて買い取り、その利息が金融機関の収益となる。 

（  ）19．手形割引の対象となる手形は、商取引によって取得した商業手形で、

振出人に信用があり、手形形式や裏書に要件等の不備がないものである。 

（  ）20．手形の信用調査は、支払金融機関に対して文書や電話で調査する方法

をとる。 

（  ）21．総合口座の定期貯金を担保とした当座貸越は、法人・個人を問わず誰

もが利用することができる。 

（  ）22．住宅ローンの返済方法のうち、元金均等返済は、毎回の返済額が一定

となるため、返済計画がたてやすいというメリットがある。 

 

■第３章 融資の受付・審査                         

（  ）23．融資担当者がお客さまからヒアリングして融資申込書の記入事項を代

筆したときには、必ずお客さま自身に署名捺印してもらう。 

（  ）24．融資の申込みの受付を謝絶した案件については、できるだけ早く申込

人に連絡する必要があるが、謝絶の理由を明確に説明することは避ける

べきである。 

（  ）25．お客さまが融資を希望する期間は、資金使途や返済方法にもよるが、

通常は運転資金ならば長期、設備資金ならば短期となる。 

（  ）26．季節資金、つなぎ資金、赤字補填資金はいずれも「運転資金」に分類

され、企業が営業活動を行っていくうえで必要な資金である。 

（  ）27．融資の受付時点で赤字補填資金と判断した場合には、赤字の原因、赤

字解消の見込みと方策、赤字解消に要する資金量という 3つのポイント

で話を進める。 

（  ）28．法人の代表者が誰であるのかは、法人登記簿の登記事項なので、登記

事項証明書によって確認することができる。 

（  ）29．同一物件に２個以上の抵当権が設定された場合の、抵当権の間の優先

順位は、設定契約の順序によって決定される。 
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Challenge 
大切なことを、書いて身につける応用問題です。 

 

 

 問題１  次の文章の（  ）の中に入る最も適切な語句を解答欄に記入してくだ

さい（語句の重複使用可）。なお、同一の問題で同じ番号には同じ語句が入ります。 

 

１．融資業務は、（ ① ）において資金的に余裕のある人から貯金として資金を集

め、それを融資することにより遊休資金を社会的に有用な目的のために活用する

（ ② ）機能を果たす。また、最初に組合から貸し出された資金が他の金融機

関に預け入れられ、その預貯金が（ ③ ）として利用される過程が何度か繰り

返されることにより、（①）における金融機関組織全体としての預貯金の残高は、

当初預け入れられた資金以上に（ ④ ）するというはたらきを果たす。これを

（ ⑤ ）機能といい、（①）において金融機関全体で安定してその基本的な機能

を果たすことの重要性を示すものといえる。 

【解答欄】 

 ①           ②           ③           

 ④           ⑤           
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２．金融機関が国民経済に及ぼす影響力は大きく、金融機能を通じて経済の発展に

役立つための（ ① ）・社会的使命と（ ② ）を負っており、それを果たすた

めの（ ③ ）な活動が求められている。融資業務を行うにあたっては、（ ④ ）

やルール等を逸脱しないように心がけることが大切で、お客さまへの（ ⑤ ）

態勢が構築されているか、そしてそれが機能しているかどうかが問われる。 

 【解答欄】 

 ①           ②           ③           

 ④           ⑤           

 

 

３．農協取引約定書は、（ ① ）との融資取引の基本約定書であり、（ ② ）が

見込まれる融資取引を開始するときに、（ ③ ）な資金の供給とともに融資の

（ ④ ）を確保するために、取引で生ずる（ ⑤ ）のうち、重要で基本的な

事項を定めたものである。 

 【解答欄】 

 ①           ②           ③           

 ④           ⑤           
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４．証書貸付とは、融資を実行するにあたって、債務者から（ ① ）を差し入れ

てもらう融資方法である。証書貸付は、企業に対する設備資金融資や個人に対す

る住宅ローンなど、融資期間が（ ② ）にわたる取引によく利用されている。 

  （①）には（ ③ ）方式と（ ④ ）方式があるが、通常、金融機関で制定し

た（④）方式のものが使用されている。記入内容に誤りが生じた場合には、軽微

なものを除いて、原則として訂正は行わず新たな用紙に記入し直してもらう。特

に、（ ⑤ ）の訂正は絶対に行ってはならない。 

 【解答欄】 

 ①           ②           ③           

 ④           ⑤           

 

 

５．住宅ローンは、借入時年齢（ ① ）歳以上 66歳未満、最終償還時年齢（ ② ）

歳未満、前年度税込年収 200 万円以上などといった利用条件がある。利用限度額

は 10万円以上 1億円以内、融資期間は、新築の場合 3年以上 50年以内、新築以

外の場合 3 年以上 40 年以内、返済方法は、（ ③ ）または元金均等返済（どち

らもボーナス併用返済可）で、（ ④ ）、変動金利型、固定金利型の中からいず

れかを選ぶことができる。また、融資対象物件に対して、原則として（ ⑤ ）

の抵当権を設定登記し、各 JA所定の保証機関の保証を受けてもらう。 

 【解答欄】 

 ①           ②           ③           

 ④           ⑤           
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Master 
学習の成果を試す実力確認テストです。復習も忘れずに！ 

 

 

 問題１  組合融資業務の特色に関する次の記述のうち、誤っているものはどれで

すか。 

 

 １ 組合の融資の対象は、農水産物の生産と加工・流通のための資金とすること

が基本となっており、組合員の日常生活を維持していくうえで必要とされる生

活資金の融資の比重は小さい。 

２ 組合の融資業務は、組合から組合員へのサービス提供を総合的、全体的に行

うことができる仕組みになっている。 

３ 組合の融資は、組合員に対する融資を妨げない範囲内で、一定の制限のもと

に組合員以外の人に対する融資（員外貸付）も認められている。 

 

解答欄       
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 問題２  次のうち、独占禁止法で「優越的地位の濫用」として禁止されている行

為でないものはどれですか。 

 

 １ 債権保全に必要な限度を超えて、融資にあたり定期貯金等の預入れ・増額を

受け入れさせ、または貯金が担保として提供される合意がないにもかかわらず、

その解約に応じないこと。 

 ２ 融資等を通じた影響力を背景として、融資先の事業活動に対して不当に関与

すること。 

 ３ 顧客の利益となる旨を告げながら、重要事項について不利となる事実を故意

に告げないこと。 

 

解答欄       

 

 

 問題３  農協取引約定書および漁協取引約定書（以下、この問において「農協取

引約定書」という）に関する次の記述のうち、正しいものはどれですか。 

 

 １ 農協取引約定書は、住宅ローンや消費者ローンなどを含めたすべての融資取

引の基本的な契約書である。 

 ２ 農協取引約定書を取り交わす理由として、融資取引が発生するたびに約定書

を取り交わす手間を省けることがある。 

 ３ 農協取引約定書は、与信取引のほか、貯金取引や為替取引などにも適用され

る。 

 

解答欄       
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 問題４  未成年者との取引に関する次の記述のうち、誤っているものはどれです

か。 

 

 １ 未成年者と取引を行う場合は、親権者または後見人から同意書を提出しても

らう必要がある。 

 ２ 未成年者の法定代理人は、第一次的には親権者で、父母が存在する場合は共

同して親権者となる。離婚、死亡等で一方が欠けた場合は、他の一方となる。 

 ３ 未成年者との取引で親権者がいない場合は、未成年者の親族等の中から家庭

裁判所が指名した未成年後見人が法定代理人になる。 

 

解答欄       

 

 

 問題５  後見制度に関する次の記述のうち、正しいものはどれですか。 

 

 １ 成年被後見人が成年後見人の代理によらず単独で行った法律行為は、日用品

の購入その他日常生活に関する行為を除いて無効である。 

 ２ 被保佐人が借財・保証などの行為をする場合、保佐人の同意は必要とされず、

同意を得ていない法律行為をした場合でも、取り消すことはできない。 

 ３ 任意後見制度は、高齢者などが、本人に十分な判断能力があるうちに、将来

に備えて、あらかじめ任意後見人に、自分の生活、療養看護や財産管理に関す

る事務について代理権を与える契約を結んでおく制度である。 

 

解答欄       
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